
様式１　02農林水産省

1010010

休耕地を利用した菜
種、ひまわりの種子か
らのバイオエタノール
生産について

地域バイオマス利
活用交付金実施要
綱

バイオマスの総合的利活用シス
テムを構築するため、バイオマ
スタウン構想の策定、バイオマ
スの変換・利用施設等の一体的
な整備等、バイオマスタウンの
実現に向けた地域の主体的な取
組を支援。

Ｄ

提案の内容については、「地域バイオマス利
活用交付金実施要綱」に定める事業実施主体
や採択要件等に合致していれば、同交付金に
よる施設整備等への支援が可能である。
なお、同交付金は、地域におけるバイオマス
の総合的利活用の推進を目指すものであり、
個人を対象とした支援は行っていない。

（項）バイオマス利用等対策費
（目）バイオマス利用対策推進交付金
（目）バイオマス利用対策整備交付金
（項）牛肉等関税財源畜産振興バイオマス利
用対策費
（目）牛肉等関税財源畜産振興バイオマス利
用対策整備交付金
(目細)地域バイオマス利活用整備交付金

13,694,679
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休耕地を利用し
た菜種、ひまわ
りの種子からの
バイオエタノー
ル生産について

植物を飼料用原料として使用する際の
残さ物をリサイクルしてバイオエタ
ノール燃料とするためのシステムの導
入のための施設の支援を求める。ま
た、このシステムを導入し、地域を再
生するための活動、調査、実験等の費
用についての支援を求める。

　現在ガソリンに代わる新規エネルギーとして注目さ
れるエタノール燃料の世界的な普及により、海外生産
される穀物類の価格が急激に高騰している。一方、こ
れまで国内における家畜用飼料は海外からの輸入品に
多くを頼っているが、昨今の輸入飼料価格（トウモロ
コシ類）の高騰により、家畜農家の経営状況が圧迫し
てきている。
　このため、休耕地を利用して菜種、ひまわりの種子
を収穫し、家畜飼料及びバイオエタノール生産原料と
して利用し、衰退傾向にある栃木県域の酪農、農業に
おける地域再生を進めるものである。

栃木県 個人 農林水産省

1010020
茎葉のフリーズドライ
システム（飼料化）の
導入支援について

強い農業づくり交
付金実施要綱

農畜産物の高品質・高付加価値
化、低コスト化、認定農業者等
担い手の育成・確保、担い手に
対する農地利用集積の促進及び
食品流通の合理化等、地域にお
ける生産・経営から流通・消費
までの対策を総合的に推進。

Ｄ(Ｃ）

　植物の飼料化システムを導入し、地域を再
生するための活動、調査、実験等の費用につ
いての支援については行っていない。
　フリーズドライシステムの施設導入について
は、飼料作物の共同乾燥施設として強い農業
づくり交付金により整備することは可能であ
る。なお、事業の採択に際しては、事業の費用
対効果等に基づく評価・審査が行われるの
で、生産コストや販売価格等の検証が必要で
ある。（一般的に植物の茎葉部は子実部に比
べ乾物重量当たりの栄養価が低く、飼料として
の販売価格が低く、通常は天日乾燥であるこ
とに留意する必要。）

（項）農業・食品産業強化対策費
（目）農業・食品産業強化対策整備交付金

（事業名）強い農業づくり交付金
30,297,876
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茎葉のフリーズ
ドライシステム
（飼料化）の導
入支援について

植物の飼料化システム（フリーズドラ
イシステム）の導入のための施設の支
援を求める。また、このシステムを導
入し、地域を再生するための活動、調
査、実験等の費用についての支援を求
める。

　国内における家畜用飼料は海外からの輸入品に多く
を頼っているが、昨今の輸入飼料価格（トウモロコシ
類）の高騰により、家畜農家の経営状況が圧迫してき
ている。
　また、家畜用の飼料としては長期保存可能な穀物
類、干草が主であり、葉、茎等の使用は保存等の観点
から使用困難な状況であったが、特殊冷凍技術により
処理された葉や茎は家畜の飼料として活用できること
が確認された。これまで、廃棄されていた葉、茎をフ
リーズドライシステムによって保存性を向上させ、栄
養価の高い家畜飼料として活用するシステムを構築
し、食料品価格（牛肉、乳製品）の安定化を図り、衰
退傾向にある栃木県域の酪農、農業における地域再生
を進めるものである。

栃木県 個人 農林水産省

1010030
都市とふるさとの協働
事業の推進について
（都市・農村交流）

広域連携共生・対
流等対策交付金実
施要綱・要領

本交付金は、民間団体等が作成
する、都道府県域を越えた都市
と農村の交流を活性化させる取
組であって、事業完了後に自立
的継続的なビジネスモデル構築
（民間事業者等との連携による
農村の地域資源等を活用したグ
リーン・ツーリズムの仕組みづ
くりなど）の企画案を公募によ
り選定し支援。

Ｃ（Ｄ）

　現在、国ではアドバイザーやコンサルタント
等専門家の滞在費、交通費等の人的支援は
行っているが、単に地域活動に参加するのみ
の方への支援は困難である。
　しかしながら、グリーン・ツーリズム等都市と
農山漁村の共生・対流の促進に向け、全国の
モデルとなりうるような先進的な取組や創意工
夫をこらした取組については、これを公募し、
地域独自の多様な取組・活動を支援しており、
地域活動に講師や各種委員等としての役割を
持って参画する場合には支援の対象となり得
る。
　なお、本事業は、応募の前提として、事業終
了後、利用者（受益者）負担等の手法によって
ビジネス等として自立的・継続的な取組となる
ことが条件となる。

（項）農村振興費
（目）都市農村交流等推進交付金

1,132,000
の内数
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都市とふるさと
の協働事業の推
進について（都
市・農村交流）

都市住民が、ふるさとの振興に資する
活動等に参画する事業について、コ
ミュニティー再生、人材育成、都市・
農村交流事業等で行う。

　遠野市では、「日本のふるさと再生」を掲げ、どぶ
ろく特区、女性の起業化、都市と農村野交流など、市
民総ぐるみで取組んできました。その際には、地域再
生マネージャー制度などによる国の人的支援を措置し
ていただきました。
　現在、遠野市では、「まちなか再生」を掲げ、中心
市街地の活性化や、遠野遺産制度として、地域の文化
を大切にする活動を展開していきたいと考えておりま
す。
　しかしながら、人口減少や高齢化の進行により、地
域の活性化に資する事業を担う人材が減少しており、
市民一人当たりの役割も増しております。ふるさとの
振興には、人的資源の充実が喫緊の課題であると考え
ております。
　また、農山漁村活性化プロジェクト交付金では、施
設整備とセットで活用する必要があるため、既に充分
な施設を有している本市では活用しにくくなっており
ます。
　現在の国の人的支援のほとんどは、アドバイザーや
コンサルタント派遣のため、専門家からの意見や助言
を受けることは充実しておりますが、市外在住の方が
本市の地域活動への参画を促進するために、滞在費、
交通費等の人的支援措置の拡充を講じていただくこと
により、ふるさとの活性化の担い手確保につながると
考えます。
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